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はじめに
本年（2014年）は第一次世界大戦が勃発して百年にあたる記念すべき
年である。史上最初の世界戦争であり総力戦でもあったこの大戦の主要参
戦国である欧米諸国では、この戦争に関する歴史研究は実に多い（1）。第一
次世界大戦研究が盛んな理由のひとつに、この戦争ならびに戦後処理が第
二次世界大戦の勃発を含む現代国際政治の諸問題を準備したという周知の
議論とともに、この戦争以後、社会や人間精神のありようが現代のそれと
直結するようになったのではないかという見方がある（2）。戦後ヨーロッパ
秩序の不安定とファシズムの台頭（その延長の第二次世界大戦）、アジア
ならびにアフリカにおける脱植民地化の加速、中東におけるアラブ人とユ
ダヤ人との歴史的紛糾、ロシアならびに発展途上地域における社会主義の
実験、兵器技術の発展と戦場の非人間化、前線と銃後との緊密な連関、女
性の社会進出をはじめとする「民主化」などなど、第一次世界大戦が直接
間接に影響を及ぼした諸事態は広く深い。
この百年の現代史はまさしく第一次世界大戦の負の遺産史とも言える。
とりわけ戦後の講和体制の構築、ないしその失敗が及ぼす影響範囲は大き
かった。デイヴィド・アンデルマンによれば、大戦後のパリ講和会議の失
敗は今日にまで大きく影響している。つまりそれは「ヨーロッパにしか目
をやらない短見な政治家や外交官が世界平和や既存の秩序に対する現実的
で差し迫った脅威を見ることをせず、遠く離れた地域で急迫している課
題の多くに手を付けることを拒否することに終始し、われわれ自身の時
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代のほとんどの破局的事態の多くを直接に導いた」のであって、「1919年
のヴェルサイユにおける短い期間の些細な過ちが、埋め込まれた外交的
DNAの連鎖によって、しばしば破滅的な結果を伴いながら、われわれ自
身の世界秩序に運び込まれた」のである（3）。
戦後のパリ講和会議と調印されたヴェルサイユ講和条約がさまざまな側
面で欠陥を有し、講和体制が未熟で不成功であったことが第二次世界大戦
の誘因となったばかりでなく、例えば、国際連盟、欧州の安全保障、東欧
の民族問題、中東・パレスチナ問題、植民地の解放問題など今日の国際問
題の土台をなしていることについて、論者の批判は時代が下るにつれて衰
えるどころかますます強くなっているようにも見える（4）。
ところでヴェルサイユ講和条約に対する、少なくとも当時の時点での、
批判の最大のものは同条約第231条に対するものであったと言ってよかろ
う。この条項は同条約第８部「賠償」の冒頭条項であり、1920年代のこ
じれにこじれた賠償問題の展開を考えても批判的に検証されてしかるべき
ものであるが、それ以上にまた、通常呼び習わされている言い回しに従え
ば「戦争責任条項」として戦後のドイツ国民に戦勝国に対する抜きがたい
不信感とルサンチマンを植え付けたものとして、またそれゆえにワイマー
ル体制下に表出したさまざまな思想や芸術に大きな、そう言ってよければ
「負の」、影響を与えたものとして、記憶に値する。本稿はこのヴェルサイ
ユ講和条約第231条の問題性を、賠償と戦争責任という二つの角度から整
理し、それが現代国際政治のなかで持つ意味合いについて言及する。
第１章　ヴェルサイユ講和条約第231条
ヴェルサイユ条約第231条は次のような条文である。
　 　第231条　同盟および連合諸国は、ドイツ国およびその同盟諸国の
攻撃によって強いられた戦争の結果、同盟および連合諸政府、また
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その諸国民の被った一切の損失および損害について、責任がドイツ
国およびその同盟諸国にあることを断定し、ドイツ国はこれを承認
する（5）。
前述のように第231条はヴェルサイユ条約第８部「賠償」の冒頭条項で
ある。敗戦国が戦勝国に対して負う賠償責任を根拠づけた条項である。
もしそれだけの意味だったのなら、この条項がここまで問題視されること
はなかった。現実にはこの条項はドイツの開戦責任を断定したものとして
「戦争責任条項」の名前で呼ばれ、戦後ドイツ、いわゆるワイマール共和
国において戦勝国の横暴と身勝手を非難し、敗戦国民のルサンチマンを焚
きつけ、責任ある賠償政策を遂行しようとする共和国の政治家たちを「履
行政策者」としてののしる際の格好の論拠を提供した。
だが、実のところ、第231条が共和国の右翼政治家たちに非難の拠り所
を与えるべき内実を備えていたのかどうかは慎重な吟味が必要である。こ
の条項についてイギリスの現代史家ザラ・スタイナーが次のように述べて
いるのは示唆的である。
　 　いわゆる悪名高い第231条をドイツの単独戦争責任という連合国か
らの非難に変えてしまったのはドイツ自身だった。ノーマン・デイ
ヴィスやジョン・フォスター・ダレスが書いているように、第231条
はドイツの道義的戦争責任と人的物的損害に対する法的責任とを切り
離すためのものであり、連合国が思い描いた損害額を支払うことがお
そらく不可能であろうということを知った上でのものであった。「戦
争責任」条項は賠償が正当化できない道義的判定に基づいているから
という理由で後年ドイツが反対する際の口実とされたばかりでなく、
イギリス、アメリカの政治エリートたちの広範囲な人々のあいだで条
約全体の妥当性を掘り崩すものとなった（6）。
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第231条が1920年代のドイツ国内の反戦勝国世論形成に一役買ったこと
は周知の事実であるが、スタイナーに従えばそれはドイツ側の誤解であっ
た。ドイツが負うべき道義的責任と賠償の根拠となる法的責任とを分離す
るためにこの条項があり、むしろこの条項はドイツが支払うことができな
いほどの賠償請求を回避するためにあったというのである。もしそうな
ら、1920年代にワイマール共和国内だけにとどまらずイギリス、フラン
スなどの論壇を賑わせた戦争責任論争とはいったい何であったのだろう
か。
私は旧稿において、同条項とその意味するところについて次のように述
べたことがある。
　 　この条項が条約第八編「賠償」の第一条項であったことを考慮しな
がらその意味を敷衍すれば、すなわち二三一条はドイツが同盟及び連
合諸国（the Allied and Associated Powers）に対して賠償責任がある
ことを明示したものであり、その根拠として、損失・損害の発生原因
が「ドイツ国およびその同盟諸国の攻撃によって強いられた戦争」に
あるからというのである。従ってこの条項の本旨はドイツの賠償責任
の認定にあるのであって、ドイツの戦争責任を明示すること自体では
必ずしもない。ただ、その認定の根拠として間接的表現ながら第一次
世界大戦の戦争責任がドイツ及びその同盟諸国にあることを断定した
ものである。従って、戦争責任とは戦争を強いた国家による強いられ
た国家に対する損害賠償の問題として提起され、処理されていたと言
える。このように戦争責任を賠償責任の問題として民事的にとらえる
限り、戦争責任問題は戦後処理のための背景説明以上の意味を持た
ず、旧交戦諸国間にあれほどの喧しい議論と政治対立を引き起こさな
かったかも知れない（7）。
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以上の私の文章は戦争責任の認定が賠償の法的根拠となることを示した
ものであり、この点は賠償についての他の場所での私の解説にも見られ
る。角川書店『世界史辞典』で私は「賠償」について次のように書いた。
　 　敗戦国による戦勝国の戦争被害・損害に対する金銭、物品または用
益の形での弁償。第一次大戦後のヴェルサイユ条約はドイツの開戦責
任を賠償支払いの根拠とし、支払い根拠を敗戦に置く償金の考え方を
否定した。同条約に基づく賠償支払いはドイツに過重な負担を負わ
せ、ドーズ案、ヤング案を経て、32年以降履行されなくなった（8）。
しかしながら、以上の解説には修正を施さなければならないと現時点で
私は思っている。戦争責任の認定は賠償支払いの法的根拠として出された
もの、あるいは事実そのような法的根拠としての機能を持つものと私は考
え、不法行為の認定（戦争責任の認定）に基づく損害の弁償を「賠償」とし、
損害発生の原因が違法なものか適法なものかは問わず、戦争の勝敗を根拠
として課するものを「償金」と呼ぶのだと考えていたが、実際には両者は
必ずしもそれほど明確な言葉の区別、概念の区別がされていたのではない
ように思える。本来ドイツはすべての被害損害について弁償の責任を有し
ているが、現実には支払能力が限定されているので民間人の被害損害に対
する弁償という範囲に金額を抑えるという意味で「賠償」という言葉が使
われ、戦費を含む任意の金額を戦利品として請求するという意味で「償金」
という言葉が使われているのが実情に近いのではないかと思われるが、こ
の言い方ですら厳密とは言えないほど両者の言葉の区別は明確なものでは
なかった。
とすれば戦争責任の認定という問題と賠償とはどういう関係にあるの
か。以下の諸章では、戦争責任と賠償条項との理念と現実との関わりを明
らかにするために、当時の状況をもう一度整理してみる。戦争責任問題は
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第一次世界大戦にとどまらず第二次世界大戦に関わって、ドイツとまた特
にわが国を中心に厳然と存在し続け、それが第一次世界大戦後百年、第二
次世界大戦後70年を経過した今日にも浅からぬ現実政治的意味を持ち続
けている。賠償問題の展開はその原点であり、その意味で戦争責任問題の
本質とは何かという問題である。ここでは第二次世界大戦に関わる戦争責
任問題を論じることはしないが、ヴェルサイユ講和条約第231条の分析は
間接的にはこの問題に深くコミットするものと思う。
第２章　戦争被害と賠償問題
戦争が終わったとき戦況如何によって戦勝国が得る戦利品が決まる。古
い時代には兵士、女性、子供、土地、財宝が戦利品となり、各種権益、産
業資源などの場合もあった。勝者と敗者の格差は時代を古く遡れば遡るほ
ど明瞭で、敗者となった側が期待できるのは勝者の勝ち誇った認容以外に
はない。
こうした状況は本質的には今日においても何ら変わることはないかも知
れない。しかし、近代主権国家体制の下で国家は自国の主権を維持すると
同時に、同質と認める他国の主権を尊重する。それが自国を含む体制全体
の存立条件だからである。戦勝国が敗戦国の国家主権を侵害する程度は限
定的なものになり、敗戦国の主権国家としての存立そのものを否定するが
如き過酷な戦利品取り立ては行われなくなった。戦利品を「人」（兵士、
女性、子供）、「土」（領土）、「もの」（財宝）に三分できるとするならば、
近代戦争後の戦利品からは「人」がまず排除され、次に「土」が排除され
る傾向が生じ、最後に「もの」が残ったと言うべきだろう。
第一次世界大戦を契機に戦利品の意味はさらに変わる。「無併合無償金」
の戦争スローガンに象徴されるように戦勝の暁に領土併合や償金獲得を行
うことは否定さるべきものとの世論が生じた。しかしその一方、大戦はこ
れまでの限定戦争とは異なる莫大な被害損害を発生させ、とりわけ戦場と
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なったフランス北部地域の人的物的被害損害は甚大だった。こうした被害
が何ら救済されずに放置されることはあり得なかった。ならばその被害損
害の程度はどのくらいか、その救済は誰の手によって行われるべきか。こ
うした問題は大戦中からすでに生じていた。
大戦中の被害損害状況については、レオナード・ゴメスによる賠償問題
の総括的研究がかなり具体的に扱っている（9）。ゴメスによれば、第一次世
界大戦全体の動員数は6800万人であり、うち1000万人が戦死し、2000万
人が負傷した。また、それ以外に660万人の民間人が死亡している。人的
物的被害総額は1500億ドルにのぼる（10）。
フランスでは18歳から30歳までの男性の４分の１が死亡し、破壊され
た土地は900万エーカー（全土の７㌫、全人口の10㌫）にのぼる（11）。戦場
となったフランス北部は産業の中心地で、石炭生産の60㌫、繊維生産の
66㌫、金属生産の55㌫、GDPの20㌫が失われた。564,300戸の個人住宅、
17,600戸の公共建物が全半壊し、860,400エーカーの土地が荒廃化した。
20,000箇所の工場、作業場が破壊され、牛100万頭を含む家畜がライン川
の向こうに持って行かれた。損害総額は350億金フラン（70億ドル）から
550億金フラン（110億ドル）と見積もられる。多くの鉱山はドイツ軍の
撤退時に水浸しにされ、鉄道、道路、橋などのインフラも破壊された（12）。
こうした人的物的被害損害に加え、戦争となれば当然に莫大な戦費がか
さんだ。ゴメスによれば、戦争に伴う直接戦費は全体で1800億ドルにの
ぼる。戦費のうち各国の税収入でまかなったのは一部分で、フランスでは
15㌫、ドイツでは17㌫、イギリスでは25から28㌫が税収でまかなわれ、
それ以外は紙幣の増刷、政府債務、内外からの借入金によった（13）。借入
金は主としてアメリカからのものである。大戦中アメリカは約100億ドル
をヨーロッパ諸国に貸しつけている。フランスはアメリカから40億ドル、
イギリスから30億ドルを借り入れており、イギリスはアメリカから47億
ドルの借款があるが、ヨーロッパ諸国に対しては111億ドルの債権を持っ
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ていた（14）。
戦債償還と賠償取立とのあいだにはもちろん密接な関係があった。ヨー
ロッパ諸国はアメリカの戦債償還についての妥協の用意、可能なら返済停
止への同意を望んでいたが、それが不可能なら、残る方向はドイツに対す
る賠償取立しかなかった。アメリカの債権は戦争遂行のための共同の一環
であり、そうであるならば、ヨーロッパ諸国が贖った血をアメリカは債権
放棄によって協力するべきであり、それができないのならドイツからの莫
大な賠償取立に立ち戻るしかないというのがヨーロッパ戦勝国の立場で
あった（15）。
ところで、被害規模がこれほど甚大であった以上、戦勝の暁には莫大な
賠償金を獲得すべしとの議論が大戦中に説かれていたとしても不思議では
ない。ところが、賠償論議は戦後の講和会議のときに現れた議論とは対照
的に、大戦中はむしろ抑制的なものであった。
フランス議会で最初に賠償について話し合いが行われたのは1914年12
月のマルヌの会戦後だが、その際の関心は被害者がフランス政府から賠償
を受ける条件は何かということだった。また、1916年に保守政治家で戦
前に首相を務めた経歴もあるルイ・バルトゥが新聞紙上でドイツの賠償責
任を訴えているが大きな反響は呼んでおらず、またそうした場合でも、賠
償とは被災地の物的損害のドイツからの弁償に限定されていた（16）。
賠償についてフランスやイギリス国内でそれほど過激な態度を取ってい
なかった背景のひとつに、戦争の帰結についての不安が残っていた他、急
進派、社会主義者、アメリカからの「無併合無償金」の講和要求に対する
配慮があったことは認められようが、ブルース・ケントによれば、そうし
たことよりもむしろ、国益についての現実主義的配慮の方が両国にとって
大きかった（17）。
フランスにとっては大戦による国土の荒廃をどう弁償させるかが主要
な問題であり、その場合、賠償を物的損害に対する弁償に限定し、戦費
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一般にまで拡大させない方が、たとえばイギリスなどに比べてフランス
の方が取り分が多くなるという見方があった。フランスが抑制的な態度
を示したとすれば、この点が背景にある。もっとも、そうした考えは休
戦が近づくにつれ、本稿でも明らかにするように、挑戦に晒されていく
のであるが（18）。
一方、イギリスでは敗戦国ドイツからの金品や物品の取立が戦後の自
国の貿易に悪影響を与えないかが不安視されていた。そうした不安を打
ち消すように、1916年１月２日付で商務省に提出された経済専門家の報
告書によれば、適度な賠償であるならば必ずしも受取国の失業問題を生
じさせるようなドイツからの製品輸入は招かないことが指摘されてはい
る。ただし後年、報告者の一人で高名な経済学者であるＪ・Ｍ・ケイン
ズが語ったところでは、この報告書は賠償がフランスやベルギーの荒廃
に対して支払われるものでイギリスは受け取らないという前提でのもの
だったという（19）。
1916年のパリ経済会議は戦争による荒廃地域復興に際してドイツ産業
勢力が有利な地位に立てないように戦後ドイツに対する差別的待遇を計画
していたが、そこでも物的損害に対する弁償である賠償には大きな意味を
置いていなかった。のみならず、戦争目的問題に関わってイギリス帝国戦
時内閣内部に設置されていた講和条件委員会では、このパリ経済会議の対
独差別政策ですら批判されていたし、商務省が出した別の報告書では戦争
による損害の完全な賠償は不可能で望ましくもないとされていた（20）。
賠償については政治的問題も絡んでいた。イギリス左派の立場は、ドイ
ツはベルギーに対する他は賠償を支払うべきではなく、戦争被害は交戦国
すべてによる国際委員会で弁償されるべきというものであった。1918年
１月５日の首相ロイド・ジョージの労働組合会議での発言によれば、彼は
懲罰的な賠償には反対であり、侵略された地域と公海での損壊に対する賠
償をのみ主張したとのことだった（21）。
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大戦中のこうした抑制的な姿勢は、戦況が決定的でない段階で賠償を語
るのは現実的でないとの判断があったものと思われる。戦争終結が近づ
き、いよいよ講和会議というときになって、おのずとこの問題は脚光を浴
びることになる。
第３章　パリ講和会議と賠償討議
第一次世界大戦が終結した1918年11月から翌年１月以降のパリ講和会
議にいたる時期に賠償問題の基本をなしたのは、ドイツに対する休戦条件
を定めた1918年11月５日のアメリカ大統領ウッドロウ・ウィルソンの対
独覚書である。協商側とドイツとの休戦の条件としては同じくウィルソン
大統領の1918年１月８日の米下院演説、いわゆるウィルソンの14ヶ条演
説が通常考えられていた。少なくともドイツ側はそう期待していた。しか
し実は14ヶ条には賠償についての直接の言及はない。ただ「無併合無償金」
という講和原則（この言葉も14ヶ条にはない）が14ヶ条の文面とは別に
スローガン的に浸透していただけである。賠償を現実に取決めるにあたり
14ヶ条はどう適用されるだろうか。
14ヶ条の中で賠償にいちばん近い言及は、第７項（ベルギーからのド
イツ軍の撤退と原状回復）、第８項（フランス占領地の原状回復）、第11
項（ルーマニア、セルビア、モンテネグロの原状回復）の３項目である（22）。
ここでの原状回復とは占領政策あるいは戦闘行為などによる被害損害など
に対する弁償を含む原状の回復を意味するものと解され、そういうものと
して戦勝国側はもとより敗戦国ドイツもまた当然に承認する最低限の賠償
範囲とされていた。
一方、上述のウィルソン対独覚書では連合国諸政府が14ヶ条に基づく
賠償として理解する内容として次のように述べられていた。すなわち、
　 　陸上、海上、空からのドイツの攻撃によって連合国民間人とその財
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産が被ったすべての損害についてドイツにより弁償がなされる（23）。
この覚書は10月30日に起草され、11月５日にドイツ側に手交されたも
のであるが、その際「ドイツの攻撃」の部分は、もともと「invasion」であっ
たものをイギリスの提案で「aggression」に変更されている。実際に「侵攻」
（invasion）されていない場合であっても、ドイツの「攻撃」（aggression）
にさらされた結果の被害損害について賠償が適用できるようにするという
のが、この修正の意味である。自国の領域が侵犯されていなくても連合国
が何らかの賠償請求をできるようにする。まことにイギリスにとっては都
合のよい修正であった（24）。14ヶ条の原則の侵犯がすでに始まっていた。
1918年12月10日付でアメリカのロンドン駐在特使から本国国務長官代
理宛に送付された報告には、フランス大使からイギリス外務省宛に送付さ
れた「対独暫定講和案」のコピーと翻訳が同封されている。それによれば、
暫定講和案の「賠償、清算、補償」の項は次のような文面を含んでいる。
すなわち、
　 　戦争により生じたすべての損害は、それがドイツ軍により占領さ
れ、ドイツ艦隊またはドイツ空軍の砲撃にさらされた連合国の領土で
あれ、またはドイツの行動が原因による海上の損害であれ、ドイツ政
府の支出によって弁償されなければならない（25）。
ここではドイツ占領地の他に海上の損害も賠償の対象に含まれており、
14ヶ条の各項でいうベルギー、フランス、セルビア等のドイツ軍の直接
占領地域という地理的範囲は越えられていた。
「戦時購買と財政に関する連合国間委員会へのアメリカ使節団顧問の覚
書」はアメリカ代表団のポール・クラヴァスが1918年12月11日付で起草
した文書だが、ここでは賠償の対象となる「損害」について次の４種に区
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別して解説している（26）。すなわち、Ａ、占領地における民間人財産の損
害、Ｂ、占領地における民間人の人的損害、Ｃ、占領地外の連合国民の人
的物的被害、Ｄ、敵の「攻撃」による船舶や荷物の損失や破損の４種であ
る。Ｄについては交戦権の合法的な行使であっても船舶や荷物の損害に対
する賠償は請求しうる、なぜなら戦争全体がドイツの「攻撃」によるもの
であるから、戦争法規に違背する海上攻撃によるものに限定されない、と
する（27）。ドイツの「攻撃」による損害であればよく、合法的戦争行動で
あるかどうかは問題とならない。
以上のように、非常に限定的な言及に過ぎなかった14ヶ条での原状回
復の要求は休戦協定の解釈の過程で少しずつ範囲が拡大していく。概して
言えば、ドイツ軍の攻撃による被害損害であるならば、それがどの地域で
あっても賠償の対象となるのである。ただしここには次の二点の問題が隠
されていた。第一に、ドイツ軍の攻撃は民間人に対してのみ被害損害を与
えた訳ではないこと、第二に、ドイツ軍の攻撃による被害損害が賠償の対
象になるのならば、連合国側の戦闘行為による被害損害はなぜ賠償の対象
にならないか、である。この段階でもドイツの戦争責任とそれに基づく戦
費補償という言葉はまだ出てきていない。しかしこの問題は潜在的にはす
でにこのときに存在していた。
講和会議における賠償問題討議に主導的な役割を果たした一人、イギリ
ス首相デヴィッド・ロイド・ジョージの立場についてここで一言しておこ
う。当時の戦勝国世論のある一面をあけすけに代弁する人物だからであ
る。
イギリスの男爵ジョージ・リデル卿は法曹出身の新聞社経営者で、大戦
中から戦後にかけて新聞界と政府との取り持ち役のような役回りを演じて
おり、とりわけ首相ロイド・ジョージとは近い関係にあった。そのリデル
卿が書いた講和会議当時の日記によると、ロイド・ジョージは戦後直後か
ら賠償取立に非常に積極的だったとのことだ。休戦協定調印から20日ほ
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ど経った11月30日の日記によれば、首相はリデル卿にこう言っている。
　 　彼らから最後の１ペニーまで搾り取らなければ駄目だ。問題はある
額以上をどうやって支払わせるかだ。金または現物での支払いしかで
きない。現物を受け取るつもりはない。なぜかと言えば、わが方の貿
易に打撃になるからだ。例えば、数百万ポンド相当のアニリン染料を
毎年提供させることになればわが国染料産業に打撃になるだけで、わ
が国民のためにならない（28）。
ロイド・ジョージは現実的政治家であり、理念や信条などよりも実利思
考が勝り、その点で理想肌のアメリカ大統領ウィルソンとはもちろん、あ
る意味で高潔な仏首相クレマンソ、学究肌のイタリア首相オルランドとも
異なるタイプの政治家である。その彼が、講和会議が進行し、賠償問題が
議題に上りつつあった1919年３月の時点で、賠償問題の進展について独
特の位置づけを与えている。
　 　仮にＡが自動車事故でＢに損害を与えたとする。最初のステップは
Ｂが被った被害の算定だ。その次にＡがどの程度払えるかを確かめ
る。ある債権者は山分けの分捕り額をより多くするために自分の請求
をふくらませたがっているが、そういう債権者に対して私の立場はこ
れだ。破産財産に対する請求のときの昔からの方法だ。モンタギュ（イ
ギリス代表団賠償担当エドウィン・モンタギュ：注筆者）がこの問題
を私に代わってやってくれている。フランスとの交渉の指揮をとって
いる（29）。
彼の物言いは政治家のそれだ。額面通りには受け取れない。しかし上記
の発言から、ドイツに対して最大限の請求をすること、ただし賠償取立が
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戦後イギリス経済に負荷を与えるものになってはならないこと、また、ど
の程度の被害額かよりもドイツがいくら払えるのかの算定を重視している
ことが見て取れるし、この姿勢はイギリスの賠償政策の根幹をなしている
ように思える。
さて、翌1919年初頭から開始されたパリ講和会議において賠償問題は
もっとも紛糾し、戦勝国間の意見が分かれた問題のひとつであった。その
最大の争点は上述の休戦条件でいう「連合国民間人とその財産が被ったす
べての損害」という言葉の解釈にあった。
大戦後数年経った1920年から翌年にかけてフィラデルフィア音楽アカ
デミーでパリ講和会議をテーマとする連続講演会がもたれ、ウィルソン大
統領の懐刀であったエドワード・ハウス大佐をはじめ講和会議に参加した
アメリカ代表団員が15週にわたって講演をしている（30）。賠償問題につい
ては代表団の賠償問題担当ウォルター・ラモントが担当している（31）。彼
の講演をもとに賠償討議の概要をまとめれば次のようになる。
1919年２月３日に賠償問題についての準備会議がもたれ、小委員会が
設置された。第一小委員会はドイツが支払うべき賠償の性格と範囲を確定
し、第二小委員会はドイツの支払能力を算定し、第三小委員会は支払強制
のための制裁ないし保証措置を考案するというものだった（32）。賠償問題
討議の主たる争点は賠償に戦費も含めるかどうかという問題であったが、
これは検討の結果、含めないことに決定した（33）。そうラモントは述べる
が、後に見るように「検討の結果、含めないことに決定した」とはとうて
い言えないくらい、この問題は議論の焦点に残っていた。
ラモントによれば賠償討議の真の問題はドイツの支払い能力であった。
なぜならば、大戦の被害額は莫大であって、ドイツの支払い能力よりも明
らかに高く、そうであるならば真の問題は「ドイツがいくら支払えるか」
にあったからである（34）。ところが、講和条約ではドイツの賠償支払額の
決定は見送られた。後年、1921年になり、いわゆるロンドン最後通牒に
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より賠償総額が1320億金マルクに設定されたが、これもドイツの支払能
力から見れば法外な額であった。
さて、アメリカ代表団が主張する「民間の損害」であるが、これがどの
範囲のものであるかは一義的に明確ではない。イギリスは民間の損害と
は戦費も含むものという解釈をとっており（35）、オーストラリア首相Ｗ・
Ｍ・ヒューズは「戦争による取引の損失で家を抵当に出した羊飼いも損害
を受けている」といった、風が吹けば桶屋が儲かる式の理屈を出して抵抗
していた（36）。
戦費も含む賠償要求を最初に持ち出したのはイギリス帝国自治領の代表
たちであり、その理由は自治領政府の財政支出増加にあった。とくにオー
ストラリア首相ヒューズは急先鋒だった。借金の山を目にして、戦前には
考えもつかなった租税負担に私たちが何世代にもわたって苦しめられるの
をイギリス帝国市民は理解するだろうか、と彼は述べる（37）。パリ講和会
議のアメリカ代表団員の一人で、賠償委員会のアメリカ委員でもあった
バーナード・バルークによれば、ヒューズの主張は「物理的破壊はなくて
もイギリス自治領が流した血と財産は充分賠償されるべき」というもので
あり、イギリス代表団員の一人で名うてのドイツ嫌いで知られるサムナー
卿も、イギリスの戦争費用はドイツによるベルギー中立侵犯という明確な
国際法違反の結果、支出せざるを得なくなったものとの理由で、ヒューズ
に同調していた（38）。当時のイギリス国内新聞論調でもドイツからの償金
の獲得が焦点のひとつになっており、『モーニングポスト』は「有権者は
まずすべての候補者に償金賛成かどうか問わなければならない」とあおる
始末だった（39）。
アメリカ代表団に不可解だったのは、賠償を民間人の損害に限定せずと
のイギリスの主張にフランスも同調したことだった。なぜなら、民間限定
ならば明らかに賠償金の大きな部分がフランスとベルギーという大戦の直
接の戦場となった国に行くことになるのに、軍費を含めればイギリスの取
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り分が増え、相対的にフランス取り分が減ることになるからだった（40）。
フランスの立場は自国の取り分を確保することを前提にしながら、同時に
ドイツに対しては最大限要求をすることにあった。フランスは賠償の根拠
を1918年11月11日の休戦協定に求める。すなわち、休戦協定には「同盟
諸国ならびにアメリカ合衆国の将来の主張及び要求を留保しつつ、次の財
政的条件が要求される。為された損害に対する賠償」という文面があり、
「将来の主張及び要求」という留保条件からして、いかなる賠償要求を提
出することも自由との解釈をとるのである（41）。
いずれにせよ、米英仏という主要三ヶ国の間で賠償の範囲をどの程度に
するかについて微妙ではあるが根本的な差異が生じていた。ウィルソン大
統領は２月14日から１ヶ月間、パリを発って一時帰国していたが、イギリ
スやフランスなどが戦費も含む主張をすることについて、アメリカ代表団
は帰国中だったウィルソン大統領に指示を仰いでいる。それに対し大統領
からは「われわれが熟慮を重ねて敵にそう期待させたことと明確に反する
ようなことを、われわれがそうする力があるからという理由で恥も外聞も
なく変更してしまうようなことには」反対するようにとの指示があった（42）。
大統領の立場は明らかであるように代表団員には思えた。
第４章　４巨頭会談のなかでの賠償問題
パリ講和会議は形式的には連合国27ヶ国と敗戦国ドイツとの交渉であ
るが、実質的には米ウィルソン大統領、英ロイド・ジョージ首相、仏クレ
マンソ首相、伊オルランド首相の四巨頭（Big Four）の会談においてほぼ
すべての事項について基本的な決定が下されていた。その会談の通訳兼書
記を務めたフランスの歴史家ポール・マントゥは後に会談内容を詳細に記
録した議事録を公開している（43）。
講和会議は1919年１月18日に開始される。この日は1870年から翌年に
かけての普仏戦争でフランスがプロイセンに降伏した日である。その後、
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２月14日のウィルソン大統領のアメリカ一時帰国までに決まっていた事
項は、後にヴェルサイユ条約第一篇となる国際連盟規約と、旧ドイツ植民
地の委任統治領化である。それ以外の項目、とくにフランスの対独安全保
障問題と賠償問題は討議が行き詰まっていた。そこでウィルソンの提唱に
よりアメリカ、フランス、イギリス、イタリアの首脳だけの会合が行われ
ることになった。いわゆる四者会談（Council of Four）であり、日本は極
東問題討議のときのみ参加することとされた（44）。
四者会談ではウィルソン大統領、ロイド・ジョージ首相はもちろん英語
で話した。フランス首相クレマンソは英語が堪能であったが、イタリア首
相オルランドは英語が理解できないもののフランス語はできた。そこで通
訳のマントゥが四者間で話されたことすべてを英語かフランス語で言い直
す形をとった。毎日朝、マントゥは外務省に行き、前日の記録を秘書に書
き取らせていた。そのコピーの一部はクレマンソに、一部は外務省に、二
部はマントゥ自身が持った（45）。
さて、前章で述べたように賠償問題についてはその額とともにその性格
をめぐってアメリカとイギリス、フランス両国との間に隔たりがあった。
前年11月の休戦交渉時にはロイド・ジョージもクレマンソも賠償が民間
人の被害損害に限定されるとのウィルソンの立場に理解を示していたが、
同時に彼らは自国民に対してはドイツに対する可能な最高額を求める立場
をとっており、戦費を含む賠償金を要求しようとしていた。賠償委員会で
のドイツの支払い能力評価に関する討議でも、三ヶ国の評価額はアメリカ
が300億ドルであったのに対し、イギリスは1200億ドル、フランスが2000
億ドルの数字を出していた（46）。
３月25日、四者会談の第一回会合が開催され、この日、賠償問題の専
門委員会から賠償条項草案が四者会談に提出された。草案はドイツなど中
欧列強が責任を持つ全戦争損害についての一般的言及をしたうえで、その
全額の一部が賠償のなかで要求されること、また賠償問題に関わる恒久的
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な委員会を設置して賠償支払いを監視させることを勧告した。委員会はま
たドイツに要求すべき賠償額の各国案を出しているが、それによればアメ
リカは250億㌦（50億£）から350億㌦（70億£）、フランスは310億㌦（62
億£）から470億㌦（94億£）、イギリスは550億㌦（110億£）であった（47）。
３月26日、専門家をまじえた会合はいつになく英仏の対立が顕著に
なった。フランスの賠償委員ルイ・ルシュールは、賠償という言葉を文字
通りに受け取るならフランスとベルギーは両国で80㌫を分け合い、イギ
リスの取り分は20㌫になる。イギリスの案は50㌫をフランス、30㌫をイ
ギリス、残りの20㌫を他諸国としているがこれは受け入れられない、む
しろ14ヶ条を厳格に適用してもらいたいと頑張っている。このやりとり
は興味深い。「賠償という言葉を文字通り受け取るなら」という言い方、
これはつまり、賠償は民間人の損害賠償であるはずなのに、イギリスはそ
れとは違う政治的解釈をしているではないか、ということになるのだろ
う。「賠償の定義」をめぐる議論は四者会談のなかでは不思議なほど行わ
れていないように見えるが、少なくともフランス側が意識していたことは
ルシュールのこの議論で分かる（48）。
３月28日の四者会談でのロイド・ジョージの発言はこうだ。「我々はド
イツにこう言うことはできます。つまり、私たちがそれを要求する権利を
持っている通りに、戦争が私たちに課した費用のすべてをあなた方が弁償
することはできないことを私たちはよく知っています。だからこそ私たち
は休戦協定においてただ損害に関わる賠償という言い方をしたのです」 、
と（49）。ロイド・ジョージの理解、あるいは言い分は、本来は戦争に伴う
すべての費用についてドイツが弁償すべきであるが、それは無理だから、
それで損害賠償という言葉を使って損害が生じた場合についてその弁済を
求めたということだ。この理解は「賠償」という言葉の新解釈なのかも知
れない。ドイツはもしこの戦争がなかったなら支出を免れたであろうすべ
ての費用について戦勝国側に支払いをしなければならないのだが、そうは
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できないから、仕方なく、戦争によって生じた民間人の被害損害について
のみ賠償を支払うという理屈である。
３月29日の会談でロイド・ジョージは再び、本来はドイツは戦争にか
かった費用全部を負担する義務があるが、不可能だから、戦争の結果の民
間人の損害について賠償を求めるという持論を展開した。それに対して
ウィルソンはこう苦言を述べている。「『おまえたちはこのすべてについて
責任があるのだが、我々としてはそれをおまえたちに要求することはしな
い』などと言うことが本当に何か有益なのでしょうか。どうしてもっと単
純に、例えば、数字を挙げることをせずに、損失は巨大なものでありドイ
ツがすべてを支払うことはできないと言ってはいけないのでしょうか」。
それに対するロイド・ジョージの答えはこうだった。「当然のことです。
私たちは全額賠償の権利を捨てることはしないという条件の下でです。
物理的な可能性の制約があるから、それで民間人とその財産に対する損
害の賠償に限ると宣言することでそれを承認したわけです」（50）。ロイド・
ジョージのこの言葉は彼一流の政治的言説である。ドイツが悪いんだ、ド
イツがこの戦争を始めたんだ、だからこの戦争でイギリスが被った経費は
全部ドイツが払って当たり前なのだという理屈をかざしながら、アメリカ
の立場との妥協を図ろうとする老獪な現実政治家の面目躍如というところ
か。
ウィルソン大統領がロイド・ジョージらのこうした政治的立ち回りに、
おそらくは相当いらいらしていたであろうことは想像できる。
３月31日付けで南アフリカ代表のヤン・スマッツ将軍が打ち出した覚
書は、ことによると大統領にとって妥協を図るチャンスだったのかも知れ
ない。
スマッツの説は「軍人恩給や別居手当などは民間の損害に入る」という
ものであった。軍人が損傷を負って除隊した後の生活保護のための恩給と
か、夫婦が別居しているときの別居手当などは民間人の損害に含まれるで
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はないかというのだった（51）。軍人の給与、制服代、武器代などは民間の
損害ではないが、彼がいないときの生活費とか彼が除隊後に生活の基盤を
失ったときの補助費用などは民間人の損害と言えるというのがスマッツの
主張だが、このような論理がまかり通るなら民間人損害と公的損害の区別
はきわめて曖昧になり、民間人の損害の範囲が拡大してしまう。にも関わ
らず、ウィルソン大統領はこれに同意を与え、最終的にスマッツの観点が
四者会談でも認容されることになる。
後に米代表団が述懐したところによれば、大統領が了解したことに部下
たちが意見をし、恩給を加えることに賛成できるのは代表団中の法律専門
家のなかには一人もいない、理屈が全然合わないと言うと、彼は「理屈、
理屈だって。理屈なんてくそ食らえだ（I don't give a damn for logic）」と憤っ
たとのことである（52）。理想肌の大統領としてはいつになく冷静さを欠い
た、それだけにウィルソンの困難な立場を示すような言い回しである。
４月５日、運命の日、後の231条に直結する文面が採択された。「仮に
我々が要求する賠償規定が限定的なものとすれば、それはただ完全な支
払いがまったく不可能であることを我々が認めるからにほかなりません」
とロイド・ジョージは言い、アメリカ代表団員のノーマン・デイヴィス
は「この文章をテキストに挿入するよう希望したのはアメリカ代表では
ありません。起草に際して私たちはイギリスとフランスが表明した要望
に応えようと努めたのです」と言うのが精一杯だった。賠償問題は決着
が着いた（53）。
第231条は先に紹介した。この条項はイギリスとフランスが主張した「全
額賠償」の部分であり、次に訳出する第232条が現実の賠償範囲となった。
すなわち、
　 　第232条　同盟および連合諸政府は、本条約の他の諸条項の結果ド
イツ国の資源が恒久的に減少することを考慮し、かかる損失および損
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害のすべてを完全に賠償するにはドイツ国の資源が十分ではないこと
を認識する。しかしながら、同盟および連合諸政府は、同盟ないし連
合国の一員としてドイツ国と交戦していた期間中において、陸上、海
上、および空からの攻撃により同盟および連合諸国の民間人およびそ
の財産に対して加えられた損害、および一般に附加文書Ⅰに規定され
るすべての損害についてはドイツ国がこれを賠償することを要求し、
ドイツ国はこれを承認する（後略）（54）。
このようにして、連合国はドイツに対し戦争に伴う被害損害のすべてに
ついて賠償を要求するが、ドイツの経済的現状から「民間人およびその財
産に対して加えられた損害」に賠償要求を限定したのである。もっともそ
うした「損害」のなかに、スマッツのとりなしが功を奏して、軍人恩給的
な補償措置や家族に対する手当なども含まれており、賠償が純然たる民間
人の被害損害に対するものと言えるかどうかは微妙なところなのである
が。
おわりに
冒頭にイギリス現代史家ザラ・スタイナーの第231条観を紹介した。ス
タイナーと共有する視点を四者会談に通訳として同席したポール・マン
トゥが抱いていたことも紹介しておこう。
マントゥによれば、「ヴェルサイユ条約の中で第８部（賠償）の冒頭に
置かれた有名な第231条ほど戦間期に情熱と批判を生み出したものはな
い」のであって、ドイツの開戦責任を認めた第231条の「危険な文章は、
フランスとそしてまた少なくとも同程度においてイギリスにおいて、国内
政治に傾注することでもたらされた、現実というより理論的な全体要求
と、休戦の締結以前に取っていたコミットメントを指摘するウィルソン大
統領の原則的な反対とのあいだの妥協を求める中から生まれ出てきたもの
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である」とする（55）。
戦争責任条項が生み出されたその現場に立ち会ったマントゥは、この条
項が「民間人の損害に対する賠償」にのみ賠償額を限定するウィルソン大
統領と、それでは世論が納得しない英仏などの諸国との妥協として成立し
たものであり、それだけの意味しか持たなかったはずなのに、それが戦間
期の国際政治の緊張を高める最大の因子となってしまったことを嘆くので
ある。マントゥの感想は正直で率直なものだが、条文を裁可した四巨頭は
それがもたらした事後的影響についても政治家として結果責任を負うべき
だろう。
ヴェルサイユ講和条約の別名は「書き取らされた講和」（dictated 
peace）である。敗戦国ドイツに対して講和会議出席を許さず、ただ完成
した条約案に意見表明をするだけの余地しか与えなかった。条約案を提示
されたドイツ代表団長ブロックドルフ・ランツァウは５月７日の全体会に
おいて、とりわけ「戦争責任条項」たる第231条を念頭に、罪の尺度は中
立委員会による公正な審問によってのみ決定されるべきであると批判し
た。翌５月８日の四者会談はもちろんこの提案を一顧だにしなかった。ク
レマンソによれば、戦勝国だけが責任問題に関わるすべてのことについて
調査する方法を決定するべきであり、ロイド・ジョージにしても、わが方
の専門家とドイツの専門家が例えば賠償問題をめぐって議論したらいつま
で経っても終わらないと、現実主義者らしい感想を述べた（56）。
ドイツ代表団がとりわけ「罪」の問題に着目したことに注意しよう。ア
メリカ国務省編纂の外交文書集によれば、第231条を「戦争責任条項」と
呼び、「罪」という文脈で理解するのはドイツ側の事情によるものであり、
実際、連合国との講和条約で同じ内容の条項を持つオーストリアやハンガ
リーではこの理解がないという。その点はこの条項のドイツ語訳にも表れ
ている。第231条のドイツ語訳は「ドイツならびにその同盟諸国はすべて
の損失と被害の起因者として責任を有しており」（...das Deutschland und 
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seine Verbündeten als Urheber für alle Verluste und Schäden verantwortlich 
sind...）となっているが、この同じ部分は英文では「すべての損失と被害
についてドイツとその同盟諸国は責任を有しており」（the responsibility of 
Germany and her Allies for causing all the loss and damage ...）となってお
り、ドイツ語訳の方が損害発生責任者たるドイツという語感を色濃く出し
ている。ウィルソンの14ヶ条を講和の基礎にするとした約束とは違うと
ドイツ代表が第231条を非難したことについて、アメリカ外交当局は、前
年11月５日のウィルソン覚書に「ドイツの攻撃により」と書いてあるこ
とを指摘して反論するのであるが、その反論の空虚なことを自覚していた
のは誰よりもアメリカ代表団自身であったろう（57）。
第231条を戦争責任の問題としてとらえるドイツ。一方、ただ賠償条項
の成立のための妥協の産物としてとらえる連合国。こうした図式化は他方
で、この条項を講和条約に挿入した戦勝国の責任を希釈する機能も持つ。
イギリス、フランスはドイツに開戦責任があるということを条約文中に挿
入すること自体を自己目的にした訳ではない。しかしドイツに開戦責任が
あるという認識自体は当然のものとしてあり、であるが故にこの文面を条
約文中に挿入することに、少なくともイギリスとフランスの首脳たちは何
のためらいもなかった。戦勝のあかつきに戦争責任を敗戦国に押しつける
ことが敗戦国民にとっていかに屈辱的かを推し量る想像力は彼らには欠如
していたし、またそれ以上に、第一次世界大戦という史上未曾有の大事件
の要因を相手側の悪意で片づけようとする勝者の傲りに彼ら自身が襲われ
ていた。
賠償責任を相手側に問うことは多かれ少なかれ被害損害の発生責任を相
手側に問うことにつながる。第231条があろうがなかろうが、ドイツは自
らの戦争行為が賠償の根拠になることは認めるだろう。ただ、戦争行為が
もたらした被害損害の弁償について、敗者の立場から少なくともその道義
的政治的負担を認めるということと、この大戦の第一原因者として開戦責
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任を引き受け、であるが故に賠償責任を認めるということとは同じではな
い。賠償責任を戦争発生責任と同義に考えようとすることをドイツは完全
に拒否する。ドイツが賠償支払そのものは受け入れつつ、開戦の責任者と
されたヴィルヘルム二世を連合国が裁こうとした戦争犯罪条項の方に敢然
と抵抗したのは、そのことと関係がある（58）。
賠償と戦争責任をめぐる連合国側とドイツ側とのこうしたすれ違いはマ
ントゥが嘆くような誤解に基づくものだったのだろうか。ドイツが戦勝国
の事情を正しく理解していれば回避することができた問題だったのだろう
か。
第一次世界大戦時に「無償金無併合」の講和スローガンが一般化したこ
とは前述の通りだが、このスローガンが広まった背景には戦争による戦利
品獲得が次の戦争の誘因を生むという反省があった。だから戦争に勝った
が故に権利として生じる償金という考え方は捨て、その一方、戦争によっ
て被害損害が生じたことは事実だから少なくとも民間人の被害損害につい
ては加害の側に賠償責任を負わせようとしたのである。しかし被害損害が
生じたのはフランスやベルギーだけではない。ドイツにもそれなりの被害
損害は発生している。その賠償はあるのかと言えば、それはない。なぜな
らそれらの被害損害は「ドイツ国およびその同盟諸国の攻撃によって強い
られた戦争の結果」生じたものであり、究極的にはドイツ自身がそれを弁
償しなければならないものだからである。
では第一次世界大戦は「ドイツ国およびその同盟諸国の攻撃によって強
いられた戦争」なのか。1960年代の西ドイツを襲ったフィッシャー論争
以降、ドイツ政府と軍部の好戦的姿勢とその背景にある領土拡張要求が存
在したことは、ドイツ内外の研究者に、また世論のなかで、概ね受け入れ
られた見解と言えるだろう。しかしそのことはドイツ（およびその同盟諸
国）だけに開戦責任を強いることと同じではない。大戦にいたる19世紀
末以降の列強対立の激化に協商諸国側は一定の役割を果たしており、その
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ことと大戦発生とは無関係ではない。
もちろん諸国の対立が直ちに戦争に結びつくのではない。サラエボ事件
以降のいわゆる七月危機に際してオーストリア政府とその背景にいたドイ
ツ政府が強硬な姿勢をとったことは大戦勃発の直接の引き金となった。た
だ、第一次世界大戦（と第二次世界大戦）のような世界的規模の戦争の原
因は、大戦の直接のきっかけを捉えるだけで把握することはできない。大
戦でドイツ側が勝利を収めていれば、オーストリア領内の諸民族間の紐帯
を脅かした一部の過激主義者とその背景にいたセルビア政府、それと政治
的軍事的に結びついたロシア政府、フランス政府の責任が追及されただろ
う。
諸国の政治家は自国に都合のよい歴史解釈によって自らの政治的正当性
ならびにそれにともなう経済的社会的実利を得ようと務める。戦争責任の
認定はいわばその口実に使われる。その際、対立の一方の側の責任をあげ
つらうことは、その真の遠因について思いを寄せることに比べるとはるか
に容易で、政治的に得策だ。だから、戦争責任の認定自体にはそれほど意
味を持たせなかったという当時の政治家の実感も、また後になって当事者
や研究者などから出される「本来そこが問題ではなかった」という述懐も、
第231条を挿入することで連合国側が得ようとした政治的利益を過小評価
し、この条項が引き起こした政治的社会的思想的混乱の責任を戦勝国の政
治家から免除してしまうという点で共通のものがあると思う。
戦争責任問題は賠償支払いというきわめて具体的な政策課題と関連して
出された。これが第一次世界大戦後の講和体制の特徴である。翻って第二
次世界大戦後の連合国と日本とのサンフランシスコ講和条約にはこの第
231条に該当する条項はない。賠償責任を日本は負わされたが、その根拠
について臭わせる条項はないのである。この背景にパリ講和会議とヴェル
サイユ講和条約の苦い教訓があったのかどうか、私はつまびらかにしな
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い。ただ、少なくとも、第231条問題の再来を見ることなく戦後講和体制
が継続することを連合国側が望んだであろうことは想像に難くない。にも
かかわらず、現実には第二次世界大戦後の日本で戦争責任問題が生じ、現
在進行形の問題になっているのも事実である。どうしてこうなったのか。
その答えは、日本国民自身の歴史認識の問題、東アジアにおける国際政治
のあり方の問題などの深刻な検討に値する諸問題とともに、第231条を何
の気なしに挿入したのと同質の歴史認識構造を持つ戦勝国政治家の側の一
種の無頓着さ、あるいは自己正当化とおそらく関係があるのではないだろ
うか。
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